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〔事業内容〕 

事業目的： 本地区は、雲仙市国見町の中央部の丘陵地に位置する畑作地帯であり、雲仙ブラ

ンド認定商品である「八斗木白葱」の産地であり、ばれいしょ、だいこん等の野菜

類を組み合わせた畑作営農が展開されていた。 

しかし、丘陵勾配に沿って切り開かれ、石積みにより棚状に造られた農地は、狭

小で、道路や水路も未整備なため、非効率的な営農を余議なくされており、かんが

い用水も未整備であり、作付け作物の生育被害を防止するためのかん水にも多大な

労力を要していた。 

このため、本事業により区画整理等の基盤整備、畑地かんがい用水の確保を行い、

作業負担の軽減、生産性の向上を図り、雲仙ブランド「八斗木白葱」の安定供給と、

市場のニーズに応えた多品目の作付を行うことで、農業所得の向上を目指す。 

受益面積： 42.0ha 

受益者数： 99人 

主要工事： 整地工 42.0ha、排水路工 8.2㎞、沈砂池 6 箇所、道路工 5.3㎞、 

畑地かんがい 41.7ha、ファームポンド 2 箇所、揚水機場 2 箇所、加圧機場 1箇所、

用水路工 11.7㎞ 

総事業費： 1,626百万円 

工  期： 平成 23年度～平成 29年度（計画変更：平成 29 年度） 

関連事業： なし 

〔項 目〕 

１ 社会経済情勢の変化 

（１）社会情勢の変化

本地域の総人口について、平成 22 年と令和２年を比較すると 13％（△6,149 人）低下し、

長崎県全体の減少率８％（△114,462人）を上回っている。 

総世帯数については、平成 22年と令和２年を比較すると５％（△722世帯）低下し、長崎

県全体の減少率０％（△430世帯）を上回っている。 

【人口、世帯数】 

区分 平成 22年 令和２年 増減率 

総人口 47,245人 41,096人 △13％



(1,426,779人) (1,312,317人) (△８％)

総世帯数 
15,863世帯  15,141世帯  △５％

(558,660 世帯) (558,230 世帯) (△０％)

（出典：国勢調査） 

注：表中の下段（ ）は長崎県全体の値。 

産業別就業人口については、第１次産業の割合が平成 22年の 25％から令和２年の 22％に３

％（△1,010 人）減少しているが、令和２年の長崎県全体の割合７％に比べて高い状況となっ

ている。 

 【産業別就業人口】 

区分 
平成 22年 令和２年 

割合 割合 

第１次産業 
5,771人 25％ 4,761人 22％ 

(51,695 人) (８％) (40,802 人) (７％) 

第２次産業 
4,614人  20％ 4,116人  19％ 

(127,183 人) (20％) (116,363 人) (19％) 

第３次産業 
12,952人  55％ 12,613人  59％ 

(472,094 人) (73％) (460,542 人) (75％) 

（出典：国勢調査） 

注：表中の下段（ ）は長崎県全体の値。 

（２）地域農業の動向

平成 22 年と令和２年を比較すると、経営耕地面積については△10％、農家戸数は△25％、

農業就業人口は△32％減少しており、65 歳以上の農業就業人口についても△30％減少してい

る。一方、農家１戸当たりの経営面積は 19％、認定農業者数は５％増加している。  

区分 平成 22年 令和２年 増減率 

経営耕地面積 4,064 ha 3,647 ha △10％

農家戸数 4,020戸 3,023戸 △25％

農業就業人口 5,562人 3,779人 △32％

うち 65歳以上 2,691人 1,896人 △30％

戸当たり経営面積 1.01ha/戸 1.21ha/戸 19％ 

認定農業者数 879経営体 921経営体 ５％ 

（出典：農林業センサス、認定農業者数は長崎県調べ） 

注：戸当たり経営面積は経営耕地面積／農家戸数の値。 

２ 事業により整備された施設の管理状況 

  本事業により整備された土地改良施設は、八斗木土地改良区により適正に維持管理されてお

り、排水路や農道の草刈り（年３回）、沈砂池の土砂上げ（１回/３年程度）等は多面的機能支

払交付金を活用し適切な管理が実施されている。 

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

（１）農作物の生産量の変化



地区の特産である雲仙ブランド認定の「八斗木白葱」は、安定した畑地かんがい用水の確保

及び区画整理による作業効率の向上に併せ、共同育苗施設の導入による計画的な良苗の提供に

より周年栽培が確立され、現況より作付面積が増加しているが、連作障害発生の懸念から、他

作物や緑肥作物との輪作と土づくりによる連作障害回避に取り組んでいることにより計画面

積には至っていない。 

特に、かんがい用水を活用した収益性の高い作物として、にんじん（夏植え）がねぎとの輪

作により作付面積が大幅に増加し、にんじん（春植え）の作付拡大と合わせて延べ作付面積の

３割を占めるまでに増加している。 

ブロッコリーは選果場の受け入れ制限により計画面積には至っていないが、ねぎとの輪作

により作付面積が増加してきており、第２選果場の設置により今後の作付け増加が見込まれ

る。 

さらに、新たな作物としてかぼちゃの導入が図られている。 

ばれいしょ（秋・春植え）、だいこん及びはくさいは、にんじん（夏・春植え）の作付けを

志向したことから作付面積が減少している。 

なお、これら農作物の生産量の変化により、ねぎを主体に農業生産額の向上（全作物の生産

額合計：1.8億円→2.9 億円）に繋がっている。 

  【作付面積】 （単位：ha） 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

ねぎ    22.4    30.0    25.6 

ばれいしょ(秋植え)     3.0     1.5     0.5 

ソルゴー     2.0     2.0     2.0 

にんじん(夏植え) －     1.0     9.7 

さといも     0.2      －      － 

かぼちゃ －     1.0     0.4 

ばれいしょ(春植え)     3.0     1.5     2.3 

イタリアンライグラス     2.0     2.0     2.0 

だいこん     2.0     4.0     0.9 

はくさい     1.4     4.0     0.5 

ブロッコリー     0.5    10.0  4.4 

たまねぎ     0.5 － 1.3 

レタス －     3.0    － 

にんじん(春植え)     0.8     3.0     7.8 

  （出典：事業計画書（最終計画）、雲仙市聞き取り） 

  【生産量】   （単位：ｔ） 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 29 年） 
計画 

ねぎ   412.6   624.3   550.9 



ばれいしょ(秋植え)    79.7    39.9    13.7 

ソルゴー   102.7   123.2    85.7 

にんじん(夏植え) -    38.3   399.3 

かぼちゃ -    15.0     4.7 

ばれいしょ(春植え)    79.7    39.9    62.9 

イタリアンライグラス    97.7   117.3    99.9 

だいこん   182.6   420.0    78.8 

はくさい    73.8   238.2    29.3 

ブロッコリー     5.4   107.4    45.2 

たまねぎ    21.8 -    58.3 

にんじん(春植え)    30.6   114.8   310.2 

（出典：事業計画書（最終計画）、雲仙市聞き取り） 

  【生産額】 （単位：百万円） 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 29 年） 
計画 

ねぎ     135     204     190 

ばれいしょ(秋植え) 9 4 2 

ソルゴー 3 4 4 

にんじん(夏植え) - 4      34 

かぼちゃ - 2 1 

ばれいしょ(春植え) 9 4 8 

イタリアンライグラス 3 3 4 

だいこん      12      26 4 

はくさい 5      15 2 

ブロッコリー 2      31      15 

たまねぎ 2 - 6 

にんじん(春植え) 3      11      26 

（出典：事業計画書（最終計画）、雲仙市聞き取り） 

（２）営農経費の節減

本事業の実施により、安定的なかんがい用水が確保され、農業機械の導入及び作業効率化

により、労働時間が節減されている。特産のねぎでは、共同育苗施設の活用により育苗労力

も軽減されており、計画を上回る労働時間の節減（現況に対し 20%減）と機械経費について

も大幅な節減（現況に対し 64%減）が図られている。 

作付拡大したにんじん（夏・春植え）やブロッコリーでは、計画どおりに労働時間が節減

され、機械経費についても計画を上回る節減が図られている。 

具体的な節減要因としては、畑地かんがい施設の整備による用水運搬作業の軽減、区画整

理及び耕作道路整備によるほ場作業の効率化及び農業機械の通作・搬入出、収穫物搬出の効

率化による作業軽減が実現できている状況があげられる。 



  【労働時間】 （単位：hr/ha） 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 29 年） 
計画 

ねぎ 2,057 1,736 1.616 

にんじん(夏植え) 1,913 839 839 

ブロッコリー 1,431 366 366 

にんじん(春植え) 1,736 1,429 1,429 

（出典：事業計画書（最終計画）、雲仙市聞き取り） 

  【機械経費】 （単位：千円/ha） 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 29 年） 
計画 

ねぎ 1,322 723 475 

にんじん(夏植え) 842 339 234 

ブロッコリー 1,020 183 122 

にんじん(春植え) 575 379 273 

（出典：事業計画書（最終計画）、雲仙市聞き取り） 

４ 事業効果の発現状況 

（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上

本事業の実施により、安定的な畑地かんがい用水が確保され、排水路設置によりほ場排水

性が向上したことから、ねぎやばれいしょ、はくさい及びにんじん（春植え）、イタリアン

ライグラスの単収が増加しており、生産性の向上が図られている。

ブロッコリーは春季の作型における気象不安定化の影響、だいこんは市場の求めるサイズ

の変化により単収は現況からわずかに減少（４％減）し、ソルゴーは近年の台風や豪雨によ

り減少（17％減）している。 

  【単収】 （単位：kg/10a） 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 29 年） 
計画 

ねぎ   1,842   2,081   2,152 

ばれいしょ(秋植え)   2,657   2,657   2,733 

ソルゴー   5,135   6,162   4,285 

ばれいしょ(春植え)   2,657   2,657   2,733 

イタリアンライグラス   4,886   5,863   4,997 

だいこん   9,130  10,500   8,759 

はくさい   5,271   5,956   5,866 



ブロッコリー   1,074   1,074   1,028 

にんじん(春植え)   3,826   3,826   3,977 

（出典：事業計画書（最終計画）、JA 島原雲仙聞き取り） 

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認

① 担い手の体質強化

本事業の実施により、地区内の担い手農家（認定農業者）への農地集積も進んでおり、集積

面積及び集積率ともに計画どおりとなっている。なお、１７名の担い手農家（認定農業者）の

うち３人は後継者へ代替わりし、７名は後継者が親元就農している。 

  【担い手の育成状況】 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

認定農業者 (人) 17 17 17 

農地所有適格法人等 (組織) － － － 

（出典：雲仙市聞き取り） 

  【担い手の農地集積】 

区分 

事業計画（平成 29 年） 
評価時点 

（令和５年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

農地集積面積 (ha) 17.9 28.7 29.0 

農地集積率 (％) 44.8 74.0 74.7 

（出典：雲仙市聞き取り） 

② 高収益作物の生産拡大

安定的な農業用水の供給及び効率的な生産基盤条件が改善されたことにより、ねぎは周年栽

培体系のもと生産拡大が図られ、ＪＡ島原雲仙における販売額は増加（平成 21年：284百万円

→令和４年：344 百万円、21%増）しており、にんじんなどの高収益作物の作付拡大も相まっ

て、農家所得の向上に繋がっている。 

  【ＪＡ島原雲仙における八斗木地区の野菜の販売額】 

区分 
事業実施前 

(平成 21 年) 

事後評価時 

(令和４年) 
増加額 

ねぎ 284 百万円 344 百万円 60 百万円 

にんじん 2 百万円 61 百万円 59 百万円 

  （出典：ＪＡ島原雲仙聞き取り）※にんじんは栽培開始のＨ24 年値 

③ 農村協働力と美しい農村の再生・創造

本事業の実施を契機として八斗木白葱生産組合を中心とした集落内での話し合い等の機会



が増加し、多面的機能支払交付金等を活用した地区内の農道や農業用用排水路の維持管理を地

域ぐるみで行う共同活動など、コミュニティを母体とした地域活動が活発化している。 

  また、高収益作物の生産拡大により、地区外に転出していた若年層が戻り農業後継者になる

等の動きが見られ、全国的な児童数減少傾向の中で、集落内の八斗木小学校においては児童数

が増加（平成 23 年：全校生 43 名→令和４年：全校生 74 名）するなど、地域の賑わい創出に

繋がっている。また、高卒の新規就農が１名予定されている。 

（３）事業による波及的効果等

① 環境保全型農業の取組

本事業の実施により耕作道路が整備され、堆肥、緑肥、出荷調製後のねぎ残渣等の有機質

資材のほ場への搬入が容易となったことから、環境保全型農業にも取り組まれ、八斗木白葱生

産部会員全員が長崎県エコファーマーの認定を受け、減化学肥料・減農薬に取り組むとともに、

栽培履歴が開示できるよう薬剤使用の履歴記録、残留農薬検査及びその相互チェックに努め、

雲仙ブランド農産物の品質管理に取り組んでいる。 

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果

総便益 3,596百万円

総費用 3,371百万円

総費用総便益比 1.06

  （注）総費用総便益比方式により算定。 

５ 事業実施による環境の変化 

（１）生活環境

事業実施前は車両通行が可能な農道が少なく、ほ場通作や地区内移動に支障をきたしてい

た。また、排水路のない段々畑では隣接畑への耕土流亡や畑越排水が生じており、本地区に

近接するため池への土砂流入が生じていたが、事業実施後は、本事業で整備された畑地かん

がい施設、排水路や沈砂池、耕作道路は八斗木土地改良区及び受益者により適切に管理され

ており、ほ場への効率的な通作が可能となったほか、地域住民の交通利便性や地区内の集排

水機能の向上が図られている。 

（２）自然環境

事業実施前は、不整形ながらも段々畑の石垣が本地域の農村景観を形成していた。

本事業の実施にあたり、現況のほ場に設置されている石垣やほ場内から出土する石礫を区

画整理の法面保護材へ再利用しており、事業実施前のほ場と変わらぬ地区の景観保全に取組

まれている。 

６ 今後の課題等 

本事業による区画整理により、機械化や畑作物の効率的な栽培管理が可能となるとともに、

畑地かんがいの導入による用水確保労力の軽減や作物生産の安定化により、畑作農業経営の効

率化が図られ、担い手への農地集積が進んでいる。 

今後は、地域特産の八斗木白葱を中心とした認定農業者や後継者の育成、継承等により、持

続的な農業生産活動を維持し、ＪＡ等による営農支援により農業技術の習得・定着を推進し、

出荷量の確保と販路拡大による農業所得の向上を図っていく必要がある。 



事後評価結果 

 本事業の実施により、区画整理と併せて耕作道路、排水路が整備され、農作

業の効率化・省力化等が図られるとともに、畑地かんがい整備により安定的な

かんがい用水が確保され、ねぎ、にんじん、ブロッコリー等の生産性が向上し

ている。また、地区内の担い手（認定農業者）へ農地集積が促進されるととも

に、高収益作物の生産性拡大により、地区外転出者のＵターンを含む農業後継

者の確保、ひいては集落の小学校児童数の増加など地域の賑わい創出に繋がっ

ている。 

今後は、更なる農業経営基盤の強化や農家所得の向上に向け、整備された農

業生産基盤の下、雲仙ブランドの「八斗木白葱」を主体として、多様な畑作物

の生産や販路づくり等に向けた取組が必要である。 

第三者の意見 

事業において、地域の特色ある景観を生み出している段々畑の石垣を活か

しつつ、区画整理や耕作道路及び畑地かんがい施設の整備がなされ、営農の

大幅な効率化と農作業の省力化が図られるとともに、共同育苗等の取組も相

まって、雲仙ブランド「八斗木白葱」の生産拡大と品質向上が図られている。 

加えて、白葱の輪作作物として、ニンジン等の高収益作物が新たに導入さ

れ、生産が飛躍的に拡大し農家所得が向上するなど、効果の発現が顕著であ

る。 

また、輪作や土づくりによる連作障害の未然防止・抑制、減化学肥料など環

境保全型農業（長崎県エコファーマー認定）等にも取り組まれており、持続的

な白葱栽培と経営の安定化の取組が評価される。 

特に、「稼げる農業」の実現により、若手後継者の育成や地区外転出者のＵ

ターン、集落内小学校の児童数増加等の波及効果も認められ、地域の活性化

に繋がっていることが高く評価できる。 

今後は、地域の多様な農産物の直売・加工・料理提供や、石垣、眺望、ヒマ

ワリなど景観資源を活かした交流イベント開催など、関係人口の増加や地域

の雇用創出、女性の活躍促進に繋がる取組が望まれる。 

なお、本地区においては、地区周辺の地下水の硝酸性窒素について基準値

の超過は見られないが、環境保全型農業に取り組む本地区と農畜産業が盛ん

な島原半島全体に係る課題である地下水の水質保全に引き続き留意する必要

がある。 
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農業農村整備事業等事後評価地区別結果書 

局  名 農村振興局（北海道） 

都道府県名 北海道 関係市町村名 
ながぬまちょう 

長沼町 

事 業 名 
農業競争力強化基盤整備事業 

（農地整備事業） 
地  区 名 

にしながぬまにし 

西長沼西 

事業主体名 北海道 事業完了年度 平成 29年度 

〔事業内容〕 

事業目的： 本地区は、北海道夕張郡長沼町の西端に位置し、千歳川沿いに広がる平坦な地形

であり、水稲のほか小麦、大豆、たまねぎ、ねぎを組み合わせた営農が展開されて

いる。特に大豆については全国でも有数の作付面積を誇っている。 

しかし、泥炭質土壌に起因する排水不良や狭小なほ場区画によって大型機械の導

入が進んでおらず、生産性の低い状態となっていた。また、用排水路は老朽化や経

年変化による機能低下が著しく、維持管理に支障が生じていた。 

このため、本事業により区画整理を行い、農作物の生産性の向上や作業効率の向

上を図るとともに、水利用や管理の効率化・省力化によって、担い手への農地集積

を促進し、地域の農業構造の改善等に資する。 

受益面積： 162ha 

受益者数： 22人 

主要工事： 区画整理 162ha 

総事業費： 1,240百万円（決算額） 

工  期： 平成 24年度～平成 29年度（計画変更：平成 27 年度） 

関連事業： なし 

〔項 目〕 

１ 社会経済情勢の変化 

（１）社会情勢の変化

本地域の総人口について、平成 22 年と令和２年を比較すると 12％低下し、北海道全体の

減少率５％と比べ高い状態となっている。 

（北海道全体は H22：5,506,419人 R2：5,224,614 人 減少率５％） 

【人口、世帯数】 

区分 平成 22年 令和２年 増減率 

総人口 11,691人 10,289人 △12％

総世帯数 4,324世帯 4,091世帯 △5％

（出典：国勢調査） 

産業別就業人口について、第１次産業の割合は平成 22 年から令和２年で変化はなく（32％）、



令和２年の北海道全体の第１次産業の割合７％に比べて高い状況となっている。 

（北海道全体は R２：第１次産業 156,298 人、第２次産業 387,947 人、第３次産業 1,738,586人） 

 【産業別就業人口】 

区分 
平成 22年 令和２年 

割合 割合 

第１次産業 2,119 人 32％ 1,658人 32％ 

第２次産業 1,001 人 15％ 681人 13％ 

第３次産業 3,544 人 53％ 2,913人 55％ 

（出典：国勢調査） 

（２）地域農業の動向

平成 22年と令和２年を比較すると、耕地面積については１％、農家戸数は 18％、農業就業

人口は 20％、認定農業者数についても８％減少している。 

一方、65 歳以上の農業就業人口は 29％、農家１戸当たりの経営面積は 13％増加している。 

区分 平成 22年 令和２年 増減率 

耕地面積 11,300ha 11,200ha △1％

農家戸数 804戸 658戸 △18％

農業就業人口 1,603人 1,290人 △20％

うち 65歳以上 546人 702人 29％ 

戸当たり経営面積 11.9ha/戸 13.4ha/戸 13％ 

認定農業者数 590経営体 545経営体 △8％

（出典：農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は北海道調べ） 

２ 事業により整備された施設の管理状況 

  本事業により整備された用排水路は、ながぬま土地改良区又は長沼町によって、草刈りや土

砂上げなどが行われ、適正に維持管理されている。 

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

（１）農作物の生産量の変化

本事業の実施によって、ほ場の大区画化や排水改良が図られたことにより、水田の畑利用が

進み、土地利用型作物の小麦や大豆の作付けが増加した。また、たまねぎ、ねぎについては最

近の天候不順（多雨、干ばつ）等の影響により、作付面積が減少している。 

  【作付面積】                         （単位：ha） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

水稲 53.5 53.5 49.3 

小麦 35.4 35.4 53.4 

大豆 17.8 17.8 21.7 

たまねぎ 35.4 35.4 23.4 

ねぎ 17.8 17.8 12.1 

  （出典：事業計画書（最終計画）、ながぬま土地改良区聞き取り） 



  【生産量】 （単位：ｔ） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

水稲 269.1 290.5 267.7 

小麦 138.4 190.5 292.6 

大豆 41.8 57.7 71.6 

たまねぎ 1,617.1 2,226.0 1,499.2 

ねぎ 413.1 568.9 393.9 

（出典：事業計画書（最終計画）、ながぬま土地改良区聞き取り） 

  【生産額】 （単位：百万円） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

水稲 56.2 60.7 60.8 

小麦 3.7 5.1 15.2 

大豆 2.5 3.5 10.2 

たまねぎ 118.0 162.5 100.4 

ねぎ 109.1 150.2 152.8 

（出典：事業計画書（最終計画）、ながぬま土地改良区聞き取り） 

（２）営農経費の節減

本事業の実施により、排水改良及びほ場の大区画化が図られ、大型農業機械が導入されたこ

とにより農作業に係る労働時間等の節減が図られている。 

  【労働時間】 （単位：hr/ha） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

水稲 106.3 93.3 87.6 

小麦 17.9 14.0 12.3 

大豆 56.0 51.2 47.5 

たまねぎ 219.5 206.1 206.1 

ねぎ 681.4 591.8 591.8 

（出典：事業計画書（最終計画）、ながぬま土地改良区聞き取り） 



  【機械経費】 （単位：千円/ha） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

水稲 608 453 455 

小麦 413 311 404 

大豆 567 436 330 

たまねぎ 665 543 671 

ねぎ 2,432 2,186 2,702 

（出典：事業計画書（最終計画）、ながぬま土地改良区聞き取り） 

４ 事業効果の発現状況 

（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上

本事業の実施による暗渠排水や排水路整備により、ほ場の排水条件が改善されたことか

ら、単収が増加し、農業生産性の向上が図られている。 

  【単収】 （単位：kg/10a） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

水稲 503 543 543 

小麦 391 538 548 

大豆 235 324 330 

たまねぎ 4,568 6,288 6,407 

ねぎ 2,321 3,196 3,255 

（出典：事業計画書（最終計画）、JA ながぬま聞き取り） 

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認

① 担い手の体質強化

本事業による農業生産基盤整備に伴い地区内の農地所有適格法人が育成され、事業実施

前と比べ増加しているとともに、これら担い手への農地集約が進んでいる。 

  【担い手の育成状況】  （単位：経営体、法人） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

認定農業者 20 18 14 

農地所有適格法人等 1 2 3 

（出典：ながぬま土地改良区聞き取り） 



  【担い手の農地集積】   （単位：ha、％） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

農地集積面積 164.3 162.5 158.9 

農地集積率 98.2 100.0 97.8 

（出典：ながぬま土地改良区聞き取り） 

  【担い手の農地集約】   （単位：ha、％） 

区分 

事業計画（平成 27 年） 
評価時点 

（令和４年） 
現況 

（平成 23 年） 
計画 

農地集約化面積 144.9 148.1 144.5 

農地集約化率 86.6 91.1 88.9 

（出典：ながぬま土地改良区聞き取り） 

② 高収益作物の導入効果

本地区では、戸当たり経営面積の増大による労働力不足により、土地利用型作物である麦・

大豆の作付けが増加している状況であるものの、本事業の実施による水田の汎用化により、高

収益作物の単位面積当たり生産額の増加（たまねぎ：3.3百万円/ha→4.3 百万円/ha（30％増）、

ねぎ：6.1百万円/ha→12.6 百万円/ha（107％増））が図られている。 

③ ６次産業化の取組と雇用の創出

事業を経て生産量が増大した大豆については、近傍の温泉を加えた源泉豆腐として加工・販

売する等、地域の農作物が特色ある加工品として道の駅等において販売されている。また、豆

腐を製造している加工施設では、９名（常勤６名、パート３名）の雇用が創出されており、６

次産業化の取組と併せて地域の雇用維持・創出も図られている。 

（３）事業による波及的効果等

① 環境保全型農業の取組

本事業により作物生産の基盤が確保され、農作業の省力化が図られたことから、環境保全

型農業として、温室効果ガスの削減に寄与するカバークロップの栽培に４名、有機農業に１名

の受益者が取り組んでいる。 

② 地域農業の理解向上に向けた取組

長沼町ではグリーンツーリズムにより都市と農村との交流促進及び相互理解の向上を図っ

ており、本地区受益者１名においても取組に参加し、令和元年に３名の修学旅行生を受け入れ

るなど、農業体験・食育に寄与している。 

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果

総便益 8,700百万円

総費用 6,177百万円

総費用総便益比 1.40



  （注）総費用総便益比方式により算定。 

５ 事業実施による環境の変化 

（１）生活環境

本事業で整備された用水路では、ながぬま土地改良区が主体となり、地域住民とともに用

水路周辺で植栽や花壇作りを行うことにより、防草や景観美化、地域住民間で農村景観への

意識向上が図られるなど、生活環境に潤いを与えている。 

（２）自然環境

本地区の実施区域は長沼町田園環境整備マスタープランの環境配慮区域に位置付けられて

おり、工事の実施では濁水や土砂の流出を防止するとともに、施工区域をブロック単位で複数

年度に分けることで、生物の生息空間の一時的な消失や移動経路の分断を最小限に抑えたこと

で、事業実施前に確認されたキタキツネやウグイ等の生物が現在も生息していることが地元へ

の聞き取りにより確認されている。 

６ 今後の課題等 

 本事業でほ場の大区画化と排水改良を実施したことにより大型機械化営農や水田の汎用化が

促進され、農作業に係る労働時間の節減が図られるなど、大規模農業経営に向けた課題が改善さ

れ、併せて担い手への農地集約が進んでいる。 

 また、地域の特産品や特色ある加工品が地域内で製造・販売されているなど、農産物の付加価

値向上や地域内の雇用創出による地域活性化が図られている。 

今後は、スマート農業の導入による土地利用型作物の営農時間のさらなる縮減を図るととも

に、農産加工品の開発・販売を促進し、地域ブランドとしての情報発信を推進することにより、

地域のさらなる活性化を図る必要がある。 

事後評価結果 
 本事業の実施により、大区画化と排水改良を実施したことにより、大型機械

化営農や水田の汎用化が促進され、農地所有適格法人等の新たな設立と併せ、

担い手への農地集約が促進され、地域農業構造の改善が図られている。 

 今後は、スマート農業の導入による営農時間のさらなる縮減を図るとともに、

高付加価値化の取組を推進し、地域のさらなる活性化を図る必要がある。 

第三者の意見 
本事業の実施により、ほ場の排水不良の解消と大区画化が図られ、大型農業

機械の作業効率が向上した。小麦や大豆の作付の増加、高収益作物であるたま

ねぎとねぎの単収が増加するなど、汎用田としての農業生産性が向上してい

る。 

 地区では農地所有適格法人等が新たに設立されるなど、農地集約がわずかな

がら促進されており、担い手の確保・育成にも寄与しているものと評価できる。 

 生産された大豆は、地域の加工施設において近傍の温泉水を加えた特産の豆

腐などに加工・販売されており、農産物の付加価値向上や地域内の雇用創出に

よる地域活性化にも、本事業が寄与しているものと認められる。 
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